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概要書 
 
 厚生労働省の調査によると 2005 年以降、日本は人口減少が始まっている。同時に
高齢化が進み 2025 年には人口の 28.7%%が 65 歳以上となる。この数字は長期的に見て
日本は労働力不足になるこということを意味している。また、グローバリゼーション
の進展もあり、企業はこれまでとは異なったマネジメントが必要となっている。これ
らの課題に対応するために女性労働力の拡大、高齢者の再雇用問題、さらには外国人
労働者の移入が、取り組むべき課題として浮かび上がってきている。本研究ではこの
課題への取り組みとしてダイバシティ・マネジメントを取り上げる。谷口(2005)によ
れば「ダイバシティ・マネジメントとは、多様な人材を組織に組み込み、パワーバラ
ンスを変え、戦略的に組織変革を行うことである。ダイバシティ・マネジメントの第
一の目的は組織のパフォーマンスを向上させることにある」と定義している。谷口の
言う多様な人材を組織に組み込み、パワーバランスを変え、戦略的に組織変革を行う
ためには、どんな人材を組織に組み込むかを特定する必要がある。 
そのために、先行研究ではダイバシティ・マネジメントの対象に何を選択している
かを調べ、アメリカと比較して日本において話題となっている人材は女性であること
を特定した。その労働の経緯を調べ、そこから、日本における女性の労働拡大は伝統
的に労働力不足から来るものであることがわかった。女性が職場に進出するようにな
り、男性と同じ職務をこなすようになると結婚と出産という課題に直面する。この課
題を克服するためにワークライフバランス施策が取り入れられている。企業がこれら
に取り組む理由は組織のパフォーマンスを向上させることが目的である。 
 先行研究で女性を対象とし職務の拡大とパフォーマンスの関係を分析した研究がい
くつかある。それらの研究は女性社員比率とパフォーマンスの関係や女性管理職比率
とパフォーマンスの関係を分析している。結果は、いくつかの限定を含んでいるが、
いずれも高い女性比率がパフォーマンスにプラスの影響を及ぼしている。しかし、こ
れまで国内で TMT(トップマネジメントチーム)の女性取締役比率とパフォーマンスの
関係を分析した研究は存在しない。ダイバシティ・マネジメントの目的がパフォーマ
ンスの向上にあるならば、企業の意思決定に強い影響力を持つ TMTの女性取締役比率
とパフォーマンスの関係を調べることは重要である。この考えに基づき、TMTのデモ
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グラフィック研究のフレームワークから女性取締役比率とパフォーマンスの関係を分
析した。具体的には女性比率が高いとパフォーマンスにプラスの影響があると予測し
た。また、どのような属性を持った女性が取締役である場合にパフォーマンスにプラ
スに影響するかを考慮するために学歴・女性取締役の持ち株比率・社内外女性取締役
分類を用いた。それぞれの仮説は 
仮説 1 女性取締役比率が増すことで企業のパフォーマンスにプラスの影響を与える 
仮説 2 全体でみれば社内取締役と社外取締役の間で業績に与える影響は変わらない 
仮説 3 大卒・高卒という取締役の学歴がパフォーマンスに影響を与える 
仮説 4 持ち株比率が高いほうがパフォーマンスにプラスの影響を与える 
結果は仮説 1、仮説 4 が支持された。さらにそれぞれの交互作用項を分析したところ、
女性取締役比率が高く社内取締役が多い状況でパフォーマンスにプラスの影響がでた。
仮説は概ね支持される結果となったが、女性がパフォーマンスにプラスの影響を与え
ているのは何らかのメカニズムが働いているからである。 
本来、ダイバシティ・マネジメントはマイノリティにパワーを与え、組織のパフォ
ーマンスを向上させることが目的であるが、これはマイノリティ全体を指しているの
であって女性に限られた議論ではない。そのため、何故女性がプラスの影響を出すの
かというメカニズムを考察する必要がある。これを解釈するために Kanter の構造変
数理論を用いた。Kanterは男性と女性はビジネス上の能力の違いはないとし、違いが
あるように見えるのは組織の構造に原因があるとした。組織の構造とは割合、パワー、
機会の三つであり、これらの要因から男性・女性の間に違いが生まれ、そこから能力
の差ができると主張した。ここから、割合は TMTの女性取締役比率で、パワーは社内
社外取締役の影響力の違いと持ち株比率、機会は現在企業が女性活用を推進しており、
それぞれ男女間に違いがあり、それが能力の差となって表れていると解釈した。 
本研究からわかったことは第一に、女性取締役の比率は Kanter の構造変数理論で
説明したメカニズムを通じてパフォーマンスにプラスに影響する。第二に、女性取締
役個人の学歴など個人的な要因よりも持ち株比率や社内取締役であるという組織にお
いて実行しうるパワーを持っているかという要因が影響している。第三に、最も強く
影響していたのは女性取締役比率が高く、社内取締役である状況である。こうした分
析結果から得られるインプリケーションとしては、以下の二点である。第一に、企業
は女性を昇進させることでパフォーマンスにプラスの影響を与えるという前提を持っ
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た上で女性の活用を行うことができる。これは女性の活用を推進するがどの程度推進
すればいいのか疑問の状態ではなく TMT まで昇進させることを念頭において人的資
源管理が行えることを意味する。第二に、社外取締役としてただ女性を登用すればい
いのではなく組織においてパワーを持つ社内取締役のポジションに女性取締役を配置
することでパフォーマンスにプラスの影響がある。女性にパワーを持たせる組織構造
は短期的に行ってできることではなく、長期的に女性取締役を増やしていくという姿
勢が求められる。 
本研究の限界と今後の課題は、第一に、本研究では対象を東証一部としたが、女性
取締役のいる企業 138 社というサイズが、業種分類を二つ以上、学歴分類を二つ以上
にするには不十分であった。そのため、対象を全上場企業に広げることで、より細か
い分析をする必要がある。また、コントロール変数が十分に機能したとはいえない。
このことからコントロール変数を新たに設定する必要がある。第二にデモグラフィへ
の注目は、人間の認知や態度をブラックボックス化する点がある。これを考慮するた
めに、個別企業や個人を対象としたケース・スタディの要素を含んだアプローチをす
ることで要約的なデータだけでなく個別の認知や態度を包含することが求められてい
る。 
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第一章 はじめに 
 
第一節 研究の背景と目的 
第一項 問題の所在 
 厚生労働省が 2006年 9月 8日に発表した人口動態統計によれば、2005年の人口の
自然減少は 21,266人であった。現在の形式で統計を取り始めた 1899年以降で初めて
の自然減が確定したこととなり、日本は人口減少社会となった。厚生労働省は 2005
年末に公表した同統計の推計で、自然減が始まったと指摘していたが、規模は当初推
計 1 万人の 2 倍を超えていた。2005 年における合計特殊出生率は 1.26 人である、人
口の増減がないと予想される｢人口置き換え水準｣である 2.08人を大きく下回ったまま
である。国立社会保障・人口問題研究所の推計によれば、日本の人口は今後も減少し
続け、2050 年には人口は 9,000 万人を割り込むとされ、2080 年代には現在の半分近
くに減少すると予想されている。 
 一方で少子化ということでは、2005年の合計特殊出生率は 1.26人であり、2006年
に 1.32 人に戻ったとはいえ、低減傾向は続くと予測されている。65 歳以上人口(老年
人口)の割合も急速に増加している。老年人口比率は、1970 年に｢高齢化社会｣の指標
である 7%を超え、1994 年には｢高齢社会｣の 14%を超えた。総務省の推計によれば、
2005年 9月現在、老年人口は 2,553万人で総人口の 20%を占めている。現在の増加傾
向から推計すると、2025年には 28.7%、2050年には 35.7%になるとされている。 
 少子・高齢化が進み、15 歳以上 65 歳未満からなる生産可能年齢人口の割合が相対
的に減少するとともに、絶対的にも労働力人口が不足している。日本社会を長期的な
トレンドで見て、労働力不足問題が起こってきているのである。女性労働力の拡大、
高齢者の再雇用問題、さらには外国人労働者の移入が、取り組むべき課題として浮か
び上がってきている。この課題に対して篠原(2005)は「長期的な展望に立てば、人口
が減少し、高齢かが急速に進展する日本社会における労働力確保のためには、女性の
社会進出や就労継続を促し、高齢者の再雇用や鐘楼継続を促進するとともに、外国人
労働者を積極的に受け入れる共生社会、多様性が受容、尊重される社会の実現が求め
られている」としている。 
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また、少子高齢化の側面だけでなく、グローバリゼーションの進展も対応すべき課
題である。杉田(2006)は「グローバル競争社会を生き抜く上で、性別、国籍、民族に
かかわりなく、個人の能力を十分に発揮することができる職場環境の実現を目指した
ダイバシティ・マネジメントが求められているのである」と主張している。谷口(2005)
によれば「ダイバシティ・マネジメントとは、多様な人材を組織に組み込み、パワー
バランスを変え、戦略的に組織変革を行うことである。ダイバシティ・マネジメント
の第一の目的は組織のパフォーマンスを向上させることにある」と定義している。現
在、企業は女性活用、外国人の採用、定年後の再雇用など様々な取り組みを行ってい
る。本研究は少子高齢化社会とグローバリゼーション環境においてダイバシティ・マ
ネジメントが対応策になり得るとして議論を進める。 
 
第二項 研究の意義 
 国内の総人口・生産可能年齢人口共に減少する環境では労働力が減少することが明
らかである。また、グローバリゼーションが進み企業は国内だけでなく、海外の企業
と競争しなければならない環境に置かれている。このような環境において、企業が成
長を続けることを望むのであれば、これまで注目してこなかった、もしくは注目しな
くとも競争力を維持して成長できたため、見過ごしてきた人的管理の課題を見つめな
おす必要がある。この課題が多様な人材をマネジメントするダイバシティ・マネジメ
ントである。アメリカではダイバシティ・マネジメントに関する研究が 1980年代から
本格的に行われてきたため、理論研究・実証研究共に蓄積がある。詳細に関しては谷
口(2005)に詳述がある。一方、日本においては、谷口(2005)が詳細な研究を行ってい
るが、ダイバシティ・マネジメントとパフォーマンスとの関係を実証研究したものは
ない。先に述べたようにダイバシティ・マネジメントは、マネジメントの効率をあげ
るための施策である。マネジメントの効率をあげることが目的であるとすれば、ダイ
バシティ・マネジメントがマネジメントの効率、すなわちパフォーマンスにどのよう
に影響するかという問題は重要である。これまでに労働経済学の分野で均等な労働環
境を提供する企業のパフォーマンスに関する研究川口(2003)、児玉(2003)、佐野(2005)
はあったが、均等という視点ではなく、昇進など積極的な活用として取り組んでいる
企業のパフォーマンスに関する研究は、経済産業省(2003)を除いてない。トップマネ
ジメントチームメンバーの特性とパフォーマンスに関する実証研究も国内では上田
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(1996)を除いて少ない。先行研究からダイバシティ・マネジメントの効率をあげるた
めにはトップマネジメントのコミットメントが重要であることがわかっている
Hitt&Keats(1984)、Yakura(1996)。すなわち企業の意思決定機関である TMTがダイ
バシティ・マネジメントの成果に与える影響は大きい。そのため、課題となっている
ダイバシティ・マネジメントとパフォーマンスの実証研究が十分に行われていなけれ
ば、TMTに焦点を当て実証研究を行う意義がある。 
 
 
第二節リサーチ・デザイン 
 
第一項リサーチ・クエスチョン 
 本研究のリサーチ・クエスチョンは、企業がダイバシティ・マネジメントに取り組
むうえで求められている、女性と財務パフォーマンスの関係を明らかにすることであ
る。 
 これは、｢ダイバシティと組織のパフォーマンスとの関係性を明らかにし、どのよう
なマネジメントが必要なのか、メンバーや企業の特性、とりまく環境や状況要因によ
って、ダイバシティと組織のパフォーマンスとの関係性がどのように変化していくの
か。こうした視点での取り組みを行う企業が増え、調査結果が積み重ねられることは、
ダイバシティの理論の探求だけでなく、経営の実践にとっても重要である｣谷口(2008)
で言われるように、ダイバシティ・マネジメントと組織のパフォーマンスとの関係を
調査することには意義がある。一方でダイバシティが扱う要因は、｢ダイバシティとは、
ジェンダー、人種、民族、年齢における違いのことをさす｣EEOC(雇用機会均等法委
員会)であり、また、｢ダイバシティとは、ワークユニットの中で相互関係を持つメン
バーの個人的な属性の分類のことを指す。その属性とは、たやすく目に付く年齢、性
別、人種・民族という特徴だけでなく、よりその人を知った上で明らかになる属性、
個性、知識、価値観、さらには教育や勤続年数、職歴といった仕事に直接関連のある
ものなどもその属性に含まれる｣Jackson, Aparma and Nicolas(2003)多岐にわたっ
ている。長期的に見れば、これらの要因全てと組織のパフォーマンスとの関連を研究
することが望ましいが、本研究においては女性と組織のパフォーマンスとの関係を研
究する。 
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第二項 研究方法 
日本企業におけるダイバシティ・マネジメントの話題が女性であることを明らかに
し、これまで行われてこなかった女性の取締役比率と企業のパフォーマンスとの関連
を実証で明らかにする。 
日本企業におけるダイバシティ・マネジメントの話題を明らかにするために、そも
そもダイバシティ議論が起こった背景にはどんな要因があり、何を目的にしていたの
かという過去のテーマを模索する。そして、現在のテーマを考察するために NII 論文
情報ナビゲータ Cinii を用いて、ダイバシティ研究のテーマを年度ごとに調べる。最
も数の多い研究テーマを調べることで、現在何が話題であるかを把握することができ
る。過去のテーマと現在のテーマを照らし合わせ、変わっていなければ、それが議論
の始まりから現在まで続く話題であるといえる。話題を検討する際、日本の話題を引
き立たせることを目的に、ダイバシティ議論の発祥国、有村(2008)であるアメリカの
テーマと比較する。テーマの抽出をしたのち、そのテーマとパフォーマンスとの関連
を研究した先行研究のレビューを行う。ここで、女性の中間管理職とパフォーマンス
に関しての先行研究を紹介し、本研究の対象を女性取締役に焦点を当てた TMTに設定
する。また、本研究の命題であるダイバシティ・マネジメントの定義「ダイバシティ・
マネジメントとは、多様な人材を組織に組み込み、パワーバランスを変え、戦略的に
組織変革を行うことであり、ダイバシティ・マネジメントの第一の目的は組織のパフ
ォーマンスを向上させることにある」谷口(2005)に基づいて、仮説を構築する。 
女性取締役とパフォーマンスとの関係を明らかにするために、実証分析を行う。そ
の際、どんな属性を持つ女性取締役がパフォーマンスに影響を与えているかをみるた
めに Hambrick(1984)のフレームワークを参考にいくつかの属性に関する変数を設定
する(詳しい手続きに関しては第三章を参照のこと)。 
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第二章 先行研究のレビューと仮説 
第一節  ダイバシティ議論 
 
第一項  アメリカのケース 
 ダイバシティ議論の源流に関しては谷口(2005)、(2008)に詳述されているため、こ
こでは簡単にふれるにとどめ、ダイバシティ議論が始まったきっかけが、その目的も
兼ねていることを述べる。 
 アメリカにおけるダイバシティ議論は谷口(2008)によると米国労働省が 1987 年に
発表した「Workforce2000」を引き金として、4つの主要なトレンドが、 
・労働力は、高齢化、女性化がすすみ、不利な条件を持つ人々が増えるようになる。
今後 13 年間の労働力への新規参入者のわずか 15％が白人男性で、47％が上記の人々
で構成される。 
 これによって起こる変化は、1．より多くの女性が労働市場に参入する。2．マイノ
リティは労働市場新規参入者の大部分を占める。3．移民が第一次世界大戦以来、人口
と労働力の増加の大部分を占めるようになる。このような変化が起こると予想された
ことから、アメリカでこれまでマイノリティとされてきた人々をどうマネジメントす
るべきかが注目されるようになった。同時に、企業が成長を続けることを望むのであ
れば、企業は何らかの解決策に取り組む必要がある。この必要性から谷口(2005)はダ
イバシティ・マネジメントの定義を「ダイバシティ・マネジメントとは、多様な人材
を組織に取り込み、パワーバランスを変え、戦略的に組織変革を行うことである。ダ
イバシティ・マネジメントの第一の目的は組織のパフォーマンスを向上させることに
ある。」とした。本研究では、この定義をダイバシティ・マネジメントとする。つまり、
アメリカにおけるダイバシティ研究はマイノリティを組織に取り込むこと、中でも新
規労働者のうち女性と移民が大半を占めることがきっかけとなったのである。そして、
それをどうマネジメントして組織のパフォーマンスを向上するかが、アメリカにおけ
るダイバシティ・マネジメントの目的である。 
  
第二項  日本のケース 
 日本におけるダイバシティ議論の始まりはアメリカと異なる。日本では、将来にお
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いて現在のマジョリティがマイノリティになるというものではなく、男女間の雇用に
おいて差別があるということでそれを禁止した 1985 年の男女雇用機会均等法施行が
始まりである。これによって、募集・採用、配置・昇進、教育訓練、福利厚生、定年・
退職・解雇において、男女差をつけることが禁止された。また、1986 年の制定当初、
募集・採用、配置・昇進については努力目標とするにとどまっていたが、1999年の改
正で禁止規定とした。同時にポジティブ・アクションが規定された。 
 「ポジティブ・アクション(positive action)とは、「積極的差別是正措置」「積極的格
差是正措置」と訳されており、米国で使用されている用語であるアファーマティブ・
アクション(affirmative action)と同義語である」篠原(2006)。一方、谷口(2008)は「ア
ファーマティブ・アクションという言葉には米国の黒人差別対策として、クオータと
いう意味合いが含まれるのに対して、日本ではクオータという意味を含ませたくない
とされているため、ポジティブ・アクションという言葉が用いられている」としてい
る。本研究では、谷口(2008)の定義に従う。  
これは、人種、民族、性別などを属性として生じた経済的、自治体、企業などによ
って採用されたさまざまな措置であり、「事実上の平等」が達成されたときには廃止さ
れる暫定的な施策が、ポジティブ・アクションである。国連の定義によれば、「事実上
の平等を促進することを目的とする暫定的な特別措置」とある。ポジティブ・アクシ
ョン導入の目的は、「雇用を始め、教育、経済、政治などの様々な社会生活関係におい
て、社会的、組織的に差別されてきたグループ(女性や人種的マイノリティ等)に対す
る過去の差別がもたらしている現在の弊害(過去の構造的差別とそこからの集団的不
利益)を除去し、機会均等を実質的に実現・確保するため」世界のアファーマティブ・
アクション(1996)であり、ポジティブ・アクションはその実現のための特別措置であ
り、「暫定的な特別措置(temporary special measures)」である。 
 つまり、ポジティブ・アクションの基本的な目的は公正な評価の導入を前提とした
「均等推進策」である。そのため、日本における具体的な取り組みとしては、女性の
採用拡大、女性の職域拡大、女性管理職の増加、女性の勤続年数の伸長、人種的マイ
ノリティへの機会均等、職場環境・風土の改善などを通じて男性と同じ待遇を目指す
ということである。このように法律に後押しされる形で進んだポジティブ・アクショ
ンは、「日経連 ダイバシティワークルール研究会」を機として、企業が主に女性に焦
点を当てたダイバシティ・マネジメントに取り組むきっかけの一つとなった。 
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第二節  地域ごとの取り組みの特徴 
 
第一項  アメリカのケース 
アメリカにおけるダイバシティ議論の引き金となったのが「Workforce2000」であ
ることは先述した。そのきっかけがアメリカにおけるダイバシティ・マネジメントの
目的であるということを示すため、有名ジャーナルに掲載されているダイバシティ・
マネジメントが何をテーマとしているかということを調べた。トップジャーナルとし
て選択したのは Academy of Management Review,  Academy of Management 
Journal, Administrative Science quarterly, Strategic Management Journal, 
Organization Science, Human Resource, Management, Academy of Management 
Perspective の 7 誌で、期間は 1962 年から 2009 年である。以下の図が各テーマの記
事件数である。 
 
図表 2－2－1(1) ダイバーシティ研究のテーマと記事件数 
 
出所:アメリカ・ジャーナル 7 誌から筆者が作成 
 
これによると人種のダイバシティに関する研究が最も多いことがわかる。この図か
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ら、アメリカの研究分野においては人種のダイバシティ・マネジメントが話題である
ことがわかる。「経営学は、いかにすれば企業がそのパフォーマンスや効率性を向上さ
せることが出来るかを明らかにしようとする学問である」Caves(1984)ということを
考えると、ビジネスにおけるダイバシティ・マネジメント上の話題が人種のダイバシ
ティであるといえる。 
 
第二項   日本のケース 
 アメリカにおけるダイバシティ・マネジメントの話題が人種であることが前項でわ
かったが、ダイバシティ議論のきっかけが両国間で異なったため、日本では別のダイ
バシティ・マネジメントの話題があると考えるのが自然である。そこで日本の、ダイ
バシティ・マネジメントの研究テーマがどのように推移してきたかをみることで日本
のダイバシティ・マネジメントの話題を特定する。NII 論文情報ナビゲータ Cinii を
使用して調べた。期間は記事検索で利用できる 1992 年から 2009 年である。1992 年
にダイバシティ・マネジメントに関する記事が初めて出てきたため、期間を 1992年か
らとした。以下の図がテーマ別件数の推移である。 
 
図表 2－2－2(1) ダイバーシティ研究のテーマ別件数の年度毎の推移 
 
出所: NII 論文情報ナビゲータ Cinii により筆者が作成 
 
ダイバシティ・マネジメントに関する研究は 1999 年から少しずつ増加し、2004 年
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から毎年一定の記事件数がある。2009年に関しては年の途中に調査1を行ったために、
他年度と単純比較することはできない。女性以外の項目は 2006年が最も多く 2008年、
2004 年と続いている。ここで注目すべきは女性の項目が 1999 年から 2009 年まで最
も多い研究である点である。毎年の研究では女性に関するダイバシティ・マネジメン
トが最も多いことがわかったが、次に総合ではどうかということを示した。 
 
図表 2－2－2（2） ダイバーシティ研究のテーマと記事件数 
 
出所: NII 論文情報ナビゲータ Cinii により筆者が作成 
 
 この図によると、最も多いのが女性に関する研究でその次にワークライフバランス
と続いている。アメリカでもっとも多かった人種のダイバシティ(日本ではないため外
国人と置き換える)が日本では 3番目であることがわかる。特徴的な点がアメリカの研
究では最も多いテーマの記事件数と 2番目に多いテーマの記事件数の差は 1.59倍であ
るのに対して、日本の研究は 3 倍以上と大きくその数に開きがあることがわかる。こ
れは女性のダイバシティ・マネジメントが話題であることを示していると捉えること
ができる。 
 アメリカと日本のダイバシティ・マネジメントの話題を論文の記事件数比較から、
それぞれ、人種のダイバシティ・マネジメントと女性のダイバシティ・マネジメント
                                                  
1 2009年 9月 24日調査 
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であることがわかった。以下、本研究では日本のダイバシティ・マネジメント話題で
ある女性に焦点を当て、女性労働の歴史を次節で見ていく。 
 
第三節  女性に関する労働経済学のアプローチ 
 
第一項  女性の社会進出と活用 
日本における女性の職場進出・社会進出を理論的に考察するにはまず、歴史的な考
察を行なう必要がある。男女の仕事の分担といった観点、脇坂(1993)から職場におけ
る歴史的な変化を考えると、はじめから今日までずっと女性の職場であるものはほと
んどなく、普通、職場は長い時間のなかで変化していく。 
 
図表 2－3－1（1） 女性活用の発展段階イメージ 
 
 
 
 
 
男女分業型
女性独占型
男女同等型女性の専門性等の活用
コース別人事制度 
男性独占型 
出所: 脇坂(1993)より抜粋 
 
このようにいくつかの段階にとらえた時に、段階毎の変化がいつ起きるかというこ
とであるが一貫しているのは「激しい労働力不足のときに変化が起こる」。もっとも労
働力が不足するのは、戦争のときである。多くの男性が戦場に駆り出される。銃後を
守る女性は勤労動員として、まさしく隅々の職場に進出する「塩田(1984)、西成田
(1985)」。それまで、男性が行っていた仕事をなれない手つきでやり始めるうちに、十
分こなしていく女性も現れる。こういった戦時における女性の職場進出は、2 度の大
戦中に、アメリカやイギリスでもみられた「Summerfield(1984)、Milkman(1987)」。 
戦争といった非常事態でなく、平時における労働力不足の時は、どういった対応を
企業がとったのであろうか。機械化、資本集約化といった中長期的方法では追いつか
ないほどの労働力不足のときには、女性を採用せざるをえなくなっていく。仕事を基
幹的なものと補助的なものに分けることが可能な職場であれば、女性を補助職として
15 
 
採用する。補助業務は 1～2年で技能の向上が頭打ちになる。そのため、補助職は 2～
3年で取り換えのきく未婚若年女子が好まれる。 
1960年代の高度成長期には、未婚女性だけでは足りなくなっていく。農業従事者か
らの労働力給源の枯渇、男女共の進学率上昇の要因が大きい。そこで企業は中高年既
婚婦人労働者に着目した。そして既婚婦人の家事との両立という制約を克服するため
に、パートタイマーの労働時間は必ずしも短くなかったが、パート化が進展していく。 
そして 1980年代終わりから 1990年ごろまで続いた平成景気である。実質経済成長
率は高度成長期よりも低かったが、サービス経済化のため労働力不足はより深刻であ
った。そして出生率の低下から中長期的な労働力不足も意識され始めた。その結果、
高学歴女子の大量採用と本格的活用が普及しつつある。この時期が、男女雇用機会均
等法施行後の時期と重なったため、法律の影響が強調されるが、深刻な労働力不足も
女性の社会進出の要因であるといえるだろう。 
 第一節二項で見た、1980年代で女性が既にいる職場での法律施行ではなく、そも
そも、男性が独占していた職場に女性が進出するきっかけは労働力不足であるという
ことがわかった。そして図表 2－3－1（1）のステップを経て女性活用の段階があがっ
ていくこと考えると、大きな問題がある。それは女性の結婚と出産である。図表 2－3
－1（1）でいえば女性の専門性等の活用からコース別人事制度への移行と男女同等型
への移行の矢印の部分である。この矢印の時点では、女性の活用が進み男女同等型の
いわゆる総合職とコース別人事制度のいわゆる一般職かの選択をある時点で決定しな
ければいけないのである。つまり、これまでの労働環境では女性の活用を進めて男性
と同等にしようとしても、女性には結婚と出産があるため、ある時点において同等で
はなくなるのである。この状況では企業側がコストをかけて人事制度を整えても、有
能な女性が時間の自由がきかないために、いわゆる一般職を選択した場合や退職した
場合には企業にとって痛手となる。Arthur(1994)、Huselid(1995)は離職とパフォー
マンスの関係を調査しているが、それによると能力のある人材の離職や適正でない職
務が生産性やパフォーマンスに負の影響を与えるとしている。 
 
 
第二項  ワークライフバランス議論 
 この状況から抜け出すために、生まれたのがワークライフバランスである(ワーク
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ライフプログラム、ワークファミリー施策といわれることもある)。内閣府の男女共同
参画会議(2008)の定義によればワークライフバランスとは、老若男女誰もが、仕事、家
庭生活、地域生活、個人の自己啓発など、様々な活動について、自ら希望するバランスで
展開できる状態である。企業が女性の活用に対して、真剣に取り組むためには有能な人
材の退職率を下げる必要があり、それを可能にするのがワークライフバランスの議論
である。 
女性の活用を促そうとする企業の多くはワークライフバランスの推進も進めている。
日経 225企業の中で産業別に売上高の多い企業 100社を選択し、各社のホームページ
内で女性の活用を明言している 78 社でワークライフバランスに関する記述があった
のは 60社であった。実に女性の活用を進めている会社の中で、77％の企業が同様にワ
ークライフバランスに取り組んでいることを明言している(2009年 9月 24日時点)。 
 企業がワークライフバランスに取り組む理由は、それを行うことで従業員のパフォ
ーマンスが高くなるという実証研究の蓄積があることが理由の一つである日経ビジネ
ス(2008)。Blau(1985)はワークライフプログラムが仕事の能率、遅刻や欠勤率を下げ
るためトータルでの人的資源管理にかかるコストを抑えることができることを発見し
た。Lobel(1999)は従業員の仕事と家庭におけるコンフリクトが離職、転職を招く原因
になるためコンフリクトを減らすことができれば採用やトレーニングした有能な従業
員を留めることができるとした。また Arison(2000)はパフォーマンス(一人当たりの
売上高)に与えるワークライフバランスの影響を研究した。658社の研究によると一定
割合以上の専門職社員と女性がいる企業のワークライフプログラムは促進される。そ
して完全にデータがそろっている 195 社に関しては、専門職社員と女性社員が多いこ
とで生産性にプラスの影響があることを発見した。そして、スキルが高くなく自動化
が進んでおらず高賃金の従業員がいない職場においてはワークライフバランスのパフ
ォーマンスに与える影響はほとんどないことを発見した。Smith(2000)はアメリカの
527 社のデータからワークファミリー政策の幅広さとパフォーマンス(質問表による
主観評価、マーケットのシェア、成長利益率)の関係を調べた。その結果、設立からの
時間が長く、女性社員が多い企業は幅広いワークファミリー策を採用している企業の
ほうが、そうでない企業よりもパフォーマンスが高いことを発見した。しかし、その
一方で、ワークファミリー策に関し性別よりも従業員のライフステージのほうが関連
度の高いことを主張した。 
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  国内の研究で坂爪(2002)はファミリー・フレンドリー施策が、従業員の働きがい
や働きやすさ、組織のパフォーマンスに与える影響を社会経済生産性本部のデータを
用いて検証した。測定尺度には説明変数にファミリー・フレンドリー施策を、被説明
変数に働きがい・働きやすさ尺度とパフォーマンス尺度(経常利益・経常利益変化[2000
年経常利益－1997年経常利益]/1997経常利益)、コントロール変数に全従業員数・業
種(女性か否か)・女性比率など。分析手法は重回帰分析。結果はファミリー・フレン
ドリー施策が、従業員の働きがい、働きやすさ、ならびに女性の離職率に対して影響
を与えることを発見した。 
川口(2008)は、「仕事と家庭の両立支援にかかわる調査」日本労働政策研究・研修機
構(2006 年）を用いて、さまざまな均等化指標と売上高、売上高経常利益率、一人当
たり経常利益などの関係を分析している。その結果、従業員が均等度を高く評価して
いる企業では、売上高経常利益率や一人当たり経常利益が有意に高かった。 
 また、ワークライフバランスが企業パフォーマンスに及ぼす影響を分析したものと
して、阿倍・黒澤(2006)がある。阿倍・黒澤は、「仕事と生活の両立支援と企業パフォ
ーマンスに関する調査」ニッセイ基礎研究所(2005)を用いて、育児支援制度が売上高
と経常利益に及ぼす影響を分析している。その結果、育児休業制度や育児のための短
時間勤務制度が充実している企業は、長期的には売上高や経常利益を上昇させること
を発見している。 
 均等化とワークライフバランスが企業パフォーマンスに及ぼす影響を分析したもの
に、脇坂(2006a、2006b、2007、2008)がある。脇坂は、企業の雇用制度や男女別勤
続年数などの就業実態などから、均等化とファミフレ(Family Friendly:「家族に優し
い」企業という意味)の指標を作成し、それぞれの指標と企業パフォーマンスの関係を
分析している。使用したデータは、脇坂(2006a、2007b)「仕事と生活の両立支援と企
業パフォーマンスに関する調査」ニッセイ基礎研究所(2005)、脇坂(2007、2008)「仕
事と家庭の両立支援にかかわる調査」日本労働政策研究・研修機構(2006)である。変
数は被説明変数を一人当たり売上高、一人当たり経常利益、変化率の指標に従業員増
加率、売上増加率、経常利益変化率である。説明変数は均等度とファミフレ度である。
コントロール変数は業種ダミー(7 区分)と規模（正社員従業員数）である。分析方法
は回帰分析で具体的な推定式は最小二乗法(OLS)である。結果は指標の作り方によっ
て多少異なるが、全般的には均等度もファミフレ度も高い企業で経常利益が高い傾向
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があることを発見している。 
 均等化と WLBが中小企業のパフォーマンスに及ぼす影響を分析したものに、川口・
西谷(2009)がある。川口・西谷は、「育児支援と企業経営に関わる調査」(育児支援と
企業経営に関する研究会)を用いて、大阪商工会議所加盟企業の中小企業(従業員 30 人
以上 1000 人未満)428 社に関し WLB と均等化がパフォーマンスに及ぼす影響を分析
している。推定方法は、被説明変数が「売上高」、「売上高経常利益率」、「総資産経常
利益率」であるモデルは最小二乗法(OLS)、それ以外は順序プロビットである。コン
トロール変数として、正社員数ダミー、労働組合ダミー、産業ダミーを用いている。
結論は WLBが企業の生産性や経常利益と正の関係があることがわかったが、WLBと
売上高の間には明らかな相関関係は観測されなかった。一方、男女均等度と企業パフ
ォーマンスの間にはほとんど相関関係がなかった。 
 国内外でワークライフバランスとパフォーマンスに関する実証研究がされているが、
その多くはワークライフバランス施策を行うほどパフォーマンスにプラスに働くとい
う結果である。  
 
第三項 男女の能力差に関する議論 
 男性と女性の能力は、異なるのかという議論は長い間なされてきたテーマである。
女性と男性は全く同じであるとする主張と全く違うという議論とがあるが、それにつ
いて４つに分けて説明する。 
 第一に、伝統的に支持されてきた考え方で、女性は男性よりも劣るというものであ
る。この考え方の根底には、性別による個人の違いは男女の生物学的な性差によって
特徴づけられるという思いがある。これは 1980年代前半まで議論の中心であった。こ
の立場の主張は、女性と男性では社会化のプロセスが異なる。会社に入る前の育てら
れ方やしつけられ方、および会社に入ってからの処遇など、男女では全く違った形で
教育を受ける。行動パターンであれ、思考、態度であれ、生まれて成長するまで男女
は異なる過程で学習する。それが、職場での男女格差を生むのである。その結果、女
性はビジネス上必要とするスキルを自ら開発して身につけることによって、男性に匹
敵する能力を獲得することができると言われてきた。 
 第二の立場は、女性が男性に比べて優れている点に焦点を置いている。男女格差が
社会化のプロセスによって起こるとする考え方は第一の立場と同じであるが、その違
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いが排除されたり除かれたりするべきものではないとする。第一の立場では、女性的
側面は劣っているので隠さなければ職場ではうまく機能しないと言われた。しかし、
第二の立場は女性のこの違いが賞賛に値するものだとする。女性らしさが優位に働く
ものをこの立場の論者は｢女性の関係志向｣にあると主張する。これは仕事志向の職場
には不適切なものだとされていた。ところが 80年代後半、｢女性の関係志向｣がより必
要とされるマネジメント・スタイルだと言われるようになった。 
 第三の立場は、男性と女性はビジネス上の能力の違いはないとするものである。違
いがあるように見える現象は、組織の構造にその原因があるとする。｢企業の中の男と
女｣の著書 Kanter(1977)は、｢人が置かれた状況の特徴が行動を作る｣と述べている。
人は同じ状況に置かれれば男性も女性も同じ行動や態度を示すというのである。細か
いところに口を出す上司も、仕事を任せてくれる上司も置かれた状況が変われば異な
る行動を起こすかもしれないし、男女でも状況が同じであれば同じような行動を取る
のだという。その状況を規定するものが｢機会｣｢パワー(権力)｣｢数(割合)｣である。機
会は、期待や将来への見通しを意味する。異動や成長につながる機会の構造は、特定
の職務からの昇進率とかひとつのポジションに関連する職階のステップとか、そこか
ら開かれるキャリアパスの範囲とか長さ、挑戦の機会や能力や報奨の増加、自分と同
じ年齢の他者との比較における将来性とか年功などによって決定されるとしている。 
 第四の立場は、男性と女性には能力の違いはなく、特性に違いがあるとするもので
ある。男女の違いと判断される点は、それぞれの性に現段階で特徴的に現われている
結果であり、相互に分断されたものではなく、男性、女性のそれぞれの優れた点を学
び合うことができるという立場である。この立場は、さらにそのことによって現行の
組織文化やシステムを進化させることを提案する。男女の違いとして顕著に現われる
現象は、後発効果と考えることができる。伝統的な組織で評価されてきた行動パター
ン、成果尺度では測ることができないもの、現行のシステムの下で、見逃されていた
スキル・行動を取りこむことで、従来の慣行を変容させようとするものである。企業
にとって、成功した組織、よき労働者とは何かを見つめなおす機会になると主張して
いる(Rapoport&Bailyn et al.,2002)  
 
第四項 女性比率・管理職とパフォーマンスの関係 
 ワークライフバランスとパフォーマンスの関係は前項で見たようにプラスの結果が
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多い。では女性を積極的に活用している企業でパフォーマンスは上がっているのだろ
うか。これまで国内企業のデータを用いて男女均等度と企業パフォーマンスの関係を
分析した研究には以下のものがある。 
 Kawaguchi(2003)は「企業活動基本調査」の個票データを使用し、女性比率の高い
企業ほど売り上げだけ利益率が高いが、構造的に売上高利益率の高い企業では女性雇
用に消極的な傾向があることを発見した。 
21世紀職業財団(2004)は一部、二部上場および店頭銘柄、生命保険、損害保険を含
む 3347 社(回収率 13.6％)企業の女性活用と経営パフォーマンスとの関係に関する調
査を行っている。これによると、正社員に占める女性比率は 20.1％で業種別にみると、
金融・保険業、不動産業(29.8％)、卸売・小売業、飲食店(27.9％)、サービス業(27.9％)
で高く、建設業(10.2％)および運輸・通信業(12.9％)で低くなっている。課長相当職
に占める女性の割合は全体で 2.3％、業種別ではサービス業(7.3％)で高く、建設業で
0.4％と低くなっている。5 年前と比較して、女性化離職(課長相当職以上)が増加した
企業は 35.4％、現状維持は 52.7％、減少した企業は 6.1％である。企業パフォーマン
スを総合経営判断指標(競争相手とする企業と比べ、最近のパフォーマンスはよいと思
うかを 5 段階評価)、成長性指標(5 年前の売り上げを 100 とした場合の現在の売り上
げ指数)、収益性指標(5年前の営業利益を 100とした場合の現在の営業利益指数)の３
つで測定。結果は女性社員比率が高い企業ほど、総合経営判断指標と成長性指標を数
値化した指数が伸びている。また、係長・主任女性比率、課長女性比率及び過去 5 年
間の女性管理職の増減と成長性指標と総合経営判断指標との間にも密接な関係がみら
れる。取組の分野と企業パフォーマンスとの関連ついてみると、採用拡大の取組、職
域拡大の取組、女性管理職を増やすことに関する取り組みと総合経営判断指標との間
には有意な関係があり、女性の採用拡大・職域拡大や女性管理職を増やす取り組みを
進めている企業でパフォーマンスが拡大している。 
 佐野(2005)は、1992年から 2001年までの「Nikkei Economic Electronic Databank 
System(日経 NEEDS)」と「就職四季報・女子版」(東洋経済新報社)を結合させて、
女性社員比率と売上高営業利益率(＝営業利益/売上高)の関係を分析している。その結
果、最小二乗法(Ordinary Least Squares:以下 OLSと略す)を用いた実証では負の相
関関係を、中央回帰による実証と固定効果モデルによる実証では正の相関関係を発見
している。 
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 児玉(2003)は経済産業省「企業活動基本調査」の約 2 万 6 千社のデータを用いて、
利益率(ROA)と女性比率との関係を分析した。さらに、「就職四季報女子学生版」の約
3 千社のデータを併用して女性の活躍に関する人事・労務管理上の取組と女性比率及
び利益率の関係を分析している。 
図表 2－3－3(1)  企業における女性比率と利益率との関係 
 
出所：経済産業省 男女共同参画研究会(2003) 
 
 労働者に占める女性の比率(以下、女性比率)と利益率の単純な関係を見ると図の通
り、女性比率が高いほど利益率が高くなり、ただし、女性比率が 5割を超えると横這
いないし微減するという大まかな傾向がある。女性比率が 30～40％の企業の利益率は
20～30％の企業よりも約 0.4ポイント高いが、この結果は業種、企業規模、その他の
違いが考慮されていない。そのため、業種、企業規模(常用雇用の自然対数)、財務内
容(自己資本比率)、外資比率、創業年等の違いを調整した後、女性比率と利益率の関
係を回帰すると有意な正の相関が観察される。量的には女性比率が 10％ポイント高い
と、業種や規模などほかの条件が等しければ、利益率がおよそ 0.2％高い。女性比率と
利益率の間の関係は、ある種の企業風土(社風)や何らかの経営資源が、女性比率と利
益率を、ともに高める効果を有しているという「見かけ上の相関」である可能性があ
るため、パネルデータを作成し、パネル分析をした。その結果、個別企業ごとの時系
列では、女性比率の変化と利益率の変化との間には、有意な関係が存在しなかった。
また、逆の因果関係の利益率が上がったから女性比率が上がったという関係も見られ
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なかった。 
 
図表 2-3-3(2) 女性が活躍できる風土と企業パフォーマンスとの関係 
 
出所: 経済産業省 男女共同参画研究会(2003) 
 
つまり、女性が活躍できる風土を持たない企業が単に女性比率を高めても利益率を
上げることはできない。ここから、企業特性、企業固有の風土を解明するめに 1993
年、1998年、2003年の 3時点のデータをプールしてクロス・セクション分析をした。
その結果、女性が活躍でき、経営成果も良好な優良企業は、「女性が活躍できる風土を
持つ」、「女性を上手に使って利益を上げるような企業の人事・労務管理能力が高い」
企業であった。具体的な特性としては、「再雇用制度がある」、「女性管理職比率が高い」
ことであった。 
図表 2-3-3(3) 女性比率と企業パフォーマンスの関係 
 
出所: 経済産業省 男女共同参画研究会(2003) 
  
また、どの企業に対しても単純に女性比率が高ければ利益率があがるという単純な
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結果ではなく、企業それぞれ逆 U字型があることがわかった。逆 U字型の頂点よりも
女性比率が高い場合には利益率はさがることが図表 2-3-3(3)からわかる。この関係を
クロス・セクションで見ると女性比率が高くなるにつれて利益率が高くなっているこ
とがわかる。 
児玉・小滝・高橋(2005)は Becker(1971)のフレームワークに基づき女性社員比率と
パフォーマンスとの関係を分析している。1992 年から 2000 年までの「企業活動基本
調査」と「就職四季報・女子版」を結合させて、説明変数を女性社員比率と企業規模(従
業員数(人)の自然対数値)、上場ダミー、業種ダミー、外資比率、設立年、被説明変数
である総資本経常利益率(＝経常利益/総資本)との関係を回帰分析している。その結果、
OLSでは有意に正の相関関係が見られるが、固定効果モデルでは有意な正の相関関係
は観測されていないことを発見した。 
 Kawaguchi(2007)は 1992年と 1995年から 1999年までの「企業活動基本調査」を
用いて、女性社員比率と売上高営業利益率の関係を分析している。その結果、OLS推
定でも固定効果推定でも女性社員比率と売上高営業利益率との間に正の相関関係があ
ることを発見している。 
海外では、Hellerstein et al.(2002)が、アメリカの製造業の約 3000の企業・事業所
のクロスセクションデータを使用し、企業年齢、人種、年齢をコントロールし、女性
比率の高い企業ほど売上高利益率が高いことと、その傾向が市場におけるシェアの高
い企業ほど強く見られることを発見した。 
Frink(2003)は、ジェンダー・ダイバシティが、企業のパフォーマンスにプラスの影
響力を持っていると予測した。女性が会社の従業員のおよそ半分であるとき、パフォ
ーマンスが最大になると予測した。データは米国の株式上場している企業から選択し、
期間は 1987年から 1992年の 5年間で、合計 410社である。財務データの中には、売
上高、税引き前利益、税金、株式発行数、株についての情報が含まれている。収益性
は、労働者一人当たりの収入としている。平均的な女性の割合は 36.2％で、収益はジ
ェンダー・ダイバシティと企業パフォーマンスの非直線的な関係を示している。男女
の比率は 5:5 の時に最もよいパフォーマンスを向上するということが調査から出てい
る。男女比率が 5:5 をピークとして収益性は下がるので、パフォーマンスを示す曲線
は逆 U字型の形となる。逆 U字型の効果はサービス・卸売・小売業にのみ当てはまっ
た。この効果は、重工業、軽工業、公益事業、金融業には当てはまらなかった。これ
24 
 
によると、サービス・卸売・小売業だけが、市場パフォーマンス・女性比率に比例し
て伸びていき、一定のポイントを超えて多様性が増加すると、組織のパフォーマンス
は減少するという結果が出た。生産性に関しては、組織の中の女性の割合と関係しな
いということを発見した。反対に収益性は、組織の中の女性の割合と逆 U字型の関係
を示した。このことは、組織の収益有効資産の能力と組織の収益に対する各従業員の
ポテンシャルに対するダイバシティのインパクトは異なる点があるということを示唆
する。 
 また、Kravitz(2003)は、ダイバシティの長所が職種によって変わることを相関関
係から明らかにしている。女性の比率が高いことは、生産現場のようなフィジカルス
キルに関連した職種についてはあまり有用ではないが、サービス、卸売、小売業など
の職場は、女性の比率高いことが有用であるという結果がでている。さらに、ジェン
ダー・ダイバシティがパフォーマンス向上の助けとなる部署は、人事部、マーケティ
ング部、トップマネジメントとしている。 
  
第五項 女性比率・TMTメンバーとパフォーマンスの関係 
Catalyst(2004)は TMTのジェンダー・ダイバシティとパフォーマンスの間に関係が
あるということを確かめるために実証研究を行った。1996 年から 2000 年にかけて
Fortune500に入った企業のうち M&Aなどが行われていない企業、353社の財務デー
タ ROE(Return on Equity)・TRS(Total Return to shareholders)を集め、TMTでの
女性比率に基づいて 4つのグループに分けた。TMTについている女性の割合は、トッ
プグループの平均は 20.3％であるのに対し、ボトムグループの平均は 1.9％であった。
そして４つのグループの財務データから比較を行った。また、353社は 11の産業に分
けることができ、産業毎に女性 TMT比率の違いとパフォーマンスの両方を比較した。
トップマネジメントに就いている女性の割合が最も高い職種は、Health Care, 
Utilities, Consumer Discretionary, Pharmaceuticals, Consumer Staples, Financials
である。一方、割合の最も低い職種は、Industrials, Info/Telecom Service, Energy, 
Aerospace and Defense, Materialsであった。 
 
図表 2-3-4(1) 産業毎の女性 TMT比率の平均 
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 出所:Catalyst(2004) 
  
調査の結果は、4 つのグループ間で女性の TMT における比率が最も高いグループが
最も低いグループよりもパフォーマンスがよかった。両者の間には ROEで 4.6％、TRS
で 32.4％の違いがあった。産業別の結果も、最も女性の TMT 比率が高い産業が最も
女性の TMT比率が低い産業と比較して ROE・TRS共に値が高かった。 
 
図表 2-3-4(2) 最も女性の TMT比率が高いグループと低いグループの ROEと TRS 
 
出所:Catalyst(2004) 
 
 Catalyst はこの結果から、女性視点から見た市場の女性が会社のトップマネジメン
トに任用されるケースが増加しており、それにつれ会社の収益も上がっている。会社
における立場が高ければ、女性の経済的パワーは拡大し、結果として会社は女性の才
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能をいかすことによって、より良い製品やサービスを開発して新しい顧客を開拓でき
るようになると結論づけた。 
 先行研究から、女性比率が高い企業や女性管理職比率が高い企業のパフォーマンス
はいくつかの限定を含んでいるが概してプラスに影響している。ここまでの議論から
女性比率が上がることでパフォーマンスにプラスの影響がでるということはわかった
が、どのような女性を登用したときパフォーマンスにプラスの影響があるのだろうか。
次節では先行研究において女性比率がパフォーマンスに影響を与えるということを踏
まえた上で、どのような属性を持った女性がパフォーマンスにプラスの影響を与えて
いるのかという点について、TMTのデモグラフィ特性研究の立場から検討する。 
 
 
第四節 TMTのダイバシティ・マネジメント 
 
第一項 デモグラフィ特性研究 
 前節で見たのは組織における女性比率やパフォーマンスの関係であったが、第四節
では TMTの属性に関する研究を参照する。その理由は、既述であるが先行研究からダ
イバシティ・マネジメントの効率をあげるために、企業の意思決定機関である TMT
の影響は大きいためである。もう 1 つは、前節で先行研究から明らかになったように
管理職レベルで組織の中でマイノリティである女性を組み込み、パワーバランスを変
え組織のパフォーマンスを向上させている女性の属性を検討するためである。 
デモグラフィ特性に関する研究は、組織メンバーのミクロ的要素のデータから、組
織全体のデモグラフィというマクロ的要素の様態を変数化しようとする研究である。
Pffer(1983)によれば、デモグラフィとは「研究対象となっている社会全体における年
齢、性別、教育レベル、サービス供与または居住の期間、種族、その他の基本属性の
分布構成」のことである。ここで重要なのは、組織を構成するメンバーの属性の平均
レベルのようなものの影響ではなく、その属性の分布構成の影響に注目する点である。
(Blau1985),(Parsons&Liden1984),(Steckler&Rosenthal1985)では個人のデモグ
ラフィ属性が、パフォーマンス、満足度、退職、リーダーシップ等に与える影響につ
いて検討している。このような研究は、個人のデモグラフィが認知や態度、または職
務成果と関係することを立証している。 
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デモグラフィ研究には 2 つのメリットとデメリットがある。第一のメリットは外部
研究者にとって収集するデータが相対的に容易である。実証研究の対象を組織内の実
際の集団に向けようとするときに直面する最も困難な問題の 1 つが、データ収集に伴
う困難性である。組織内の様々な集団の中でも、特に組織全体の方向性を左右する
TMTに対して、研究者は最も関心を持つ反面、その意思決定の実態を把握できるデー
タを集められる機会は極めて少ない。一方、デモグラフィに関するデータは、逆に上
位階層になるほど公表される機会が増し、外部研究者にとってより利用可能になると
いう特長を持っている。 
 第二のメリットは、同じ経験・経歴を持つ人の影響を認識する上で有効である。
Ryder(1965)によれば「同時期に同じイベントを経験した個人集合」をコーホート
(cohort)と呼んでいる。コーホートは、それ自体の凝集性の強さや、その内部メンバ
ー間の相互支援の姿勢が際立っている反面、異なるコーホート間では対立が生じやす
い特徴を持っている。これを組織内で明確に識別できるかどうかは、組織のプロセス
を分析する上で重要な考慮事項である。組織のデモグラフィは、属性の集中度を測定
することにより、コーホートを識別する上で有効なデータを提供することが可能であ
る。 
 このようなメリットがある反面、組織のデモグラフィへの注目は 2 つのデメリット
を持っている。第一のデメリットは、デモグラフィへの注目は、人間の認知や態度を
ブラックボックス化することを意味する点である。言い換えれば、デモグラフィ研究
で扱う人間の属性は、Jackson,May&Whiteney(1995)によれば表層的なレベルであり、
識別可能なもの Pelled(1996)であるため、デモグラフィックな特性が容易に観察され、
測定できるが、同じ世代、人種、経歴、性別であっても、同じ認知や態度をとること
はない。そのため、デモグラフィ研究は個々人の差異を軽視した要約指標的な色合い
を持っている。 
 第二のデメリットは、パフォーマンス(ROE、ROAや新しい技術の開発など)がデモ
グラフィとの関係のみによって決まるのではない。当然のことであるが、企業のパフ
ォーマンスというのは、法律の変化、ライバルの出現、取引先が拡大することによる
パワーバランスの変化など様々な要因が関係している。そのために、外部環境を考慮
しない組織内のデモグラフィ研究には限界がある。 
 上記 2 つのデメリットを認識しつつもデモグラフィ研究が有効であるのは、第 1 の
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デメリットに関しては、実証研究だけで人間の属性を扱い個々人の差異を理解するの
は難しいが大枠をつかむことで、一般性を持ち個別のケースを研究することで短所を
補完することができるからである。また、第 2 のデメリットに関して、企業ごとの外
部環境はコントロールできないが、パフォーマンス尺度に産業平均を考慮することで、
産業毎の外部環境を調整することができその有効性を高めることができるからである。 
 
第二項 TMT研究とパフォーマンス 
 TMT デモグラフィックとパフォーマンスの関係に関してここで取り上げるのは
Hambrick & Mason(1984)の研究である。Hambrick & Masonは「組織戦略や有効性
といった組織のパフォーマンスが、組織内でパワーを持つ行為者の価値観や認知基盤
を反映したもの」と主張している。彼らは TMTの特性として、認知や戦略的選択に直
接に反映する価値観や認知基盤といった心理的特性と、実証研究において観察可能で
ある年令、経歴、教育等の属性特性に焦点を当てた。特に、後者の属性特性がパフォ
ーマンスに影響を与えるとした。 
 海外の TMTとパフォーマンスに関する実証研究について上田(1996)が 1993年まで
レビューを行っている。1993年以降を、いくつかのカテゴリーに分けることができる。
TMT・コンテクストとパフォーマンスに関する研究 Carpenter(2001), Keck(1997）や、
TMT の給料がパフォーマンスにどう影響するかを調べた研究 Carpenter(2002), 
Hambrick&Cho(1996）、TMT のインセンティブとパフォーマンスの関係を調べた研
究 Phyllis&Hambrick(2005), Sanders&Carpenter(1998), Theresas&Weishen(2007）、
TMT サイズ・コンフリクトパフォーマンスの研究、TMT の異質性と競争力に関する
研究 Murray&Bret&Amye(2007), Greening&Johnson(1997）TMT異質性・戦略的協
調 と パ フ ォ ー マ ン ス に 関 す る 研 究
Knight&Pearce&Smith&Flood(1999),Smith&OlianSims&O’Bannon,Scully(1994） ,
TMT チームとしての能力と企業発展の関係をパフォーマンスでみた研究
Yasemin(2003）がある。 
この中で、Halebian&Finkelstein(1993)は様々な環境における TMTサイズ、CEOの支配
的態度と会社のパフォーマンスを調査した。47社から集めたデータを分析した結果、
TMTサイズが大きいほうがパフォーマンスにプラスに影響し、外部環境の変化が激し
くないほど CEO の支配的態度はパフォーマンスにマイナス影響することを発見した。
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また、TMT サイズ、CEO の支配的態度,会社のパフォーマンスは自由裁量が大きい環
境においてより強いことを発見した。West&Schwenk(1996)は TMTのゴールへのコンセ
ンサス、中間のコンセンサスとデモグラフィの同質性は激しい外部環境においてより
も、安定した外部環境においてよりパフォーマンスが高くなることを仮説として研究
している。結果は、これらの間に特別な関係はないことであった。Carpenter(2002)
は TMTの学歴、経歴、在職年数が異なるほうがパフォーマンス(ROA)にプラスになる
ことを仮説として調査。発見した事実は海外戦略と関連し複雑な結果だが、プラスに
なることを発見し、特に TMT の在職年数が短い時にプラスになることを発見した。
Christopher(2003)は人的資源管理とパフォーマンス(売上の拡大と株価の上昇)の関係
を調査した。フィールドワークに基づいて 73のハイテク企業を調査した結果、パフォ
ーマンスと関係しているのが TMT のソーシャルネットワークであることを発見した。
Zeki(2007)は CEOが TMTのメンバーであり、その間の相互関係を調べた。仮説は CEO
の在職期間は TMTのリスク志向を通じてパフォーマンス(リスク志向性)に間接的に影
響するとして、結果は仮説を支持する形になった。先行研究からわかるのは研究従来
upper echelon theory「Hambrick(1984)」で言われていたとおり、CEOよりも TMTの影
響のほうが大きいことである。多くの TMTのデモグラフィック研究で考慮される属性
は取締役会の規模、役員の平均年齢、在職期間、設立年数、従業員数、役員の学歴、
業種ごとの違い、性別、人種、持ち株比率などである。 
デモグラフィック研究の実証結果から各 TMT メンバーの属性がパフォーマンスに
影響しているという結果がでている。このことから TMTメンバーである女性取締役の
属性も同様、パフォーマンスに影響を与えていると考える。この TMTの研究にもとづ
き、次項では女性取締役の属性を検討する。 
 
第三項 女性取締役の取締役分類・持ち株比率・最終学歴 
 TMTの特性研究で参照したように、メンバーの属性がパフォーマンスに影響すると
考えられる。そこで、東証一部企業の女性役員を調べ、その取締役会における取締役
分類・女性取締役の発行株式に対する持ち株比率・最終学歴を調べた。東証一部企業
で女性役員を擁しているのは 138社である。データは役員四季報(2007)に基づいて作
成した。取締役に当る職務がどこからという問題があるが、役員四季報は企業が提出
した役員名簿に基づいて作成しており、本研究では各企業の基準を取締役としている。 
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 図表 2-4-3(1) 女性取締役の取締役分類 
 
出所:有価証券報告書から筆者作成 
 
 女性取締役の中で、役職をみると 45％が取締役で、36％が社外取締役である。この
２つの役職を足すと 81％になり、女性取締役の 8割以上が大半を占めていることがわ
かる。それ以外の専務以下、副社長である女性取締役は 4%以下の比率である。女性取
締役のうち 36%が社外取締役で 64%が社内取締役であり、二分することができる。商法
によると社外取締役は｢その会社の業務を執行しない取締役であり、過去において、そ
の会社または小会社の業務を執行する取締役、執行役または支配人その他の使用人と
なったことがなく、かつ、現に小会社の業務を執行する取締役、執行役またはその会
社もしくは小会社の支配人その他の使用人でない者｣と定義され、社外取締役に求めら
れる役割は、株主の代理人として、業務を執行しない客観的な立場から経営判断を行
うことである。前記の特性から社外取締役は社内取締役と比較して、権限は小さいも
のである。権限が小さければ経営上の意思決定する際の影響も小さい。そのため、取
締役比率とパフォーマンスの関係を考慮する際の属性として社内取締役と社外取締役
の間に何らかの違いがあると予測する。社内取締役と社外取締役を分けた図が以下で
ある。 
図表 2-4-3(2) 社内外女性取締役の比率 
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 出所:有価証券報告書から筆者作成 
 
 久保田(2006)は社外取締役と企業パフォーマンスとの関係を研究している。被説明
変数はQAQF2法を用いて企業パフォーマンスの分析をしている。結果は製造業におい
ては社外取締役を導入すると企業パフォーマンスが悪化する。非製造業においては社
外取締役を導入しても導入しなくても企業パフォーマンスには関係ない。そして総合
では社外取締役を導入しても導入しなくても企業パフォーマンスには関係ないという
結果が出ている。また、岡本(2001)はコーポレートガバナンスと企業パフォーマンス
の関係で社外取締役と社外監査役を変数として実証している。被説明変数はQAQF法
を用いて企業パフォーマンスの分析をしている。結果は製造業では、社外取締役の戦
略的意思決定への参画を検討している企業が最も良く、非製造業では社外取締役が戦
略的意思決定に参画している企業が最もパフォーマンスが良い。このように、分析の
結果は社外取締役を戦略的意思決定に参画させたからといってパフォーマンスがよい
という結果は得られていない。それは、社外取締役が戦略的意思決定に参画し始めた
時期の問題や、どのような状況で社外取締役を必要としたのかという企業ないし業種
固有の問題が社外取締役の戦略的意思決定への参画に強く影響を与えているからと考
えられるとした。先行研究では社外取締役がパフォーマンスにプラスに働くのは業種
により、全体では変わらないという結果である。先行研究から社外取締役・社内取締
役の分類は業種によって異なるが、全体では影響を与えないと考えられる。 
 次に各女性取締役の最終学歴を調べた。 
                                                  
2 Quantitative Analysis for Qualitative Factorsこの分析法は、重視する経営目標ごとに
企業を分類し、それぞれのグループの企業のパフォーマンスを数値で表すことにより、経
営目標という数字に表しにくい定性的データを定量的に分析し、評価することを可能にす
る。 
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 図表 2-4-3(3):女性取締役の最終学歴 
 
出所:日経 WHO’S WHO・役員四季報から筆者作成 
 
 最終学歴別にみると東京大学が 12％で最も多く、慶応大学、早稲田大学、一橋大学
と続いている。東京大学・慶応大学・早稲田大学・一橋大学の 4 大学で女性取締役の
30％を占めていることがわかる。中央大学・名古屋大学・東京女子大学・京都大学・
立教大学と各大学 2%～4%水準で続いている。これは、女性に限らず男性を含めた取
締役の最終学歴が慶応大学・早稲田大学・東京大学・中央大学・京都大学(2007年度)
で一橋大学が 8 番目であることを考慮すると全体の場合と大きな相違はない。また、
学歴を大卒と高卒でわけることができる。大卒と高卒の割合は 69%と 31%である。こ
の図では大学院卒に関しては大卒に入れ、短大卒は高卒に含めてある。
Wiersema&Bird(1993)が東証一部企業の TMT研究で学歴を変数に入れ実証研究した
ところ、学歴が退職率などの従属変数に影響しているという結果をしめしている。そ
の中では TMTにおいて各メンバーの出身大学の名声度が高く、同質性が低いほど退職
率が高くなるとしている。Wiersema&Bird(1993)の研究においては直接、取締役の学
歴が TMTの意思決定に影響しパフォーマンスと関係しているという言及はないが、何
らかの影響を及ぼしている可能性がある。 
 また、女性取締役の発行株式に対する持ち株比率を見てみると、0%から 13.75%と
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各取締役間で大きな違いがみられた。これは女性取締役の中でもファミリー企業であ
る場合が存在するためである。東証一部企業の発行株式総数に対して、0.1%以上の株
式を通常の取締役が持っているとは考えにくい。そのため、0.1%以上の株式を所有し
ている女性取締役は創業者一族もしくはその身内である可能性がある。本研究では
TMT メンバーの属性が意思決定に影響するという考えに基づいていることを考慮す
ると、持ち株比率が高い女性取締役のほうが TMTの意思決定に大きな影響を与えてい
る可能性がある。ファミリー企業について手島(2003) は｢経営層の持ち株比率が 0.1%
を超える企業では経営者ないしは取締役が創業者一族であるケースが多い｣としてい
る。倉科(2003)はファミリー企業の特徴として｢ファミリー出身の経営者が、内部昇進
の経営者よりも、非連続的な変化を導入しやすい｣としている。倉科(2003)は｢日本企
業は他国のファミリー企業と比較して持ち株比率が低いが、一族が本社の主要マネジ
メントに就き経営のイニシアチブを取る傾向がある。これは創業者がオーナーとなり、
専門経営者に任せるアメリカの企業とは異なる｣としている。日経トップリーダー
(2007)によるとファミリー企業の方がそうでない企業と比較して高い売上高成長率、
ROA,ROE のパフォーマンスをあげていることを発見した。先行研究から推測できる
ことは女性取締役の持ち株比率が高いと意志決定に及ぼす影響が強いので事業に対す
る資源の選択と集中を行えるため、パフォーマンスに対してプラスに働くと推測でき
る。 
図表 2-4-3(4) 発行株式総数に対する女性取締役の持ち株比率 
 
出所:役員四季報から筆者作成 
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これによると 3%の女性取締役が企業の 10%以上の株式を所有しており、10%が企業
の 1%以上を、11%が 0.1%以上を所有している。そして 16%の女性取締役が 0.01%以
上を所有している。合わせると 0.01%以上所有している女性取締役が全体の 40%いる。 
TMT の実証研究で調べたとおり、TMT メンバーの特性とパフォーマンスの間には
関係があることがわかる。女性取締役の特性である役職と属性も影響していると推測
する。 
 
 
 第五節 仮説 
 
 二章における議論をまとめると、論文の記事件数でアメリカとの比較から日本にお
けるダイバシティ・マネジメントの話題は女性であることがわかった。マイノリティ
である女性の労働拡大が必要となる経緯は労働力不足であり、単純な補助的立場を超
えて男性と同等の職場となるには結婚や出産などの問題を克服しなければならない。
それを可能にするのがワークライフバランス施策であり、ワークライフバランスがあ
ることで男女同等型の職場が成り立つといえる。事実、日経 225 企業の売上高の高い
100 社中 78 社が女性の活用を明言しており、そのうち 60 社がワークライフバランス
に取り組んでいる。そして、企業が女性の社員比率や女性の管理職を増やすことで、
いくつかの限定はあるがパフォーマンスにプラスの影響を与えるという結果が出てい
る。また、アメリカの研究では女性取締役比率を高めるとパフォーマンスにプラスの
影響を与えるという結果が出ていることを紹介した。これらの実証結果は、ダイバシ
ティ・マネジメントすなわち組織のマイノリティにパワーを与え、組織のパフォーマ
ンスを向上させるというマネジメント手法の有効性を示している。これらの先行研究
にもとづき、女性取締役がパフォーマンスにプラスの影響を与えるという仮説 1 を立
てる。 
 その一方で、どんな女性でも登用すればパフォーマンスにプラスに影響するのかと
いう疑問がある。これについて Hambrick は TMT がパフォーマンスに影響を与える
が、中でも取締役の属性が重要であるとしている。この考えに基づいた TMTのデモグ
ラフィックとパフォーマンスに関する研究を参照した。多くの結果は TMTの属性とパ
フォーマンスが関係しているという結果である。ここから筆者は女性取締役の属性が
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パフォーマンスに影響すると考え、東証一部企業から女性取締役の属性を調べた。女
性取締役の属性として社内取締役か社外取締役か、高卒か大卒か、発行株式に対する
持ち株比率の３つを選択した。各属性を選択した理由はまず、東証一部企業の女性取
締役においては男性の場合と比較して社外取締役であるケースが多いことがあげられ
る。36%の高い比率は 10人の女性取締役がいれば 4人弱は社外取締役ということであ
る。これは女性取締役の特徴を示していると同時に、どちらかの属性を持った女性取
締役が一方の属性を持った女性取締役と比較してパフォーマンスにプラスの影響を与
えていれば、女性のダイバシティ・マネジメントを推進する際に考慮する項目となる。
同様に男性のそれと比較して女性の取締役は最終学歴に関して高卒の占める割合が
31%と高い。女性の学歴に関して先行研究は十分ではないが、社内社外取締役の場合
と同様に、どちらか一方の属性を持った女性がもう一方と比較してパフォーマンスに
プラスの影響を与えるのであれば、女性のダイバシティ・マネジメントを推進する際
に勘案すべき属性となる。持ち株比率も同様に女性取締役に特徴的な属性である。手
島(2003)の｢経営層の持ち株比率が 0.1%を超える企業では経営者ないしは取締役が創
業者一族であるケースが多い｣という表現によれば、24%の女性取締役は経営者ないし
創業者一族である可能性がある。四節で述べた先行研究によると、経営者ないしは取
締役一族が取締役をしている企業は、そうでない企業と比較してプラスの影響がある
している。それは意思決定により強い影響を与えるという理由からである。これらの
理由から仮説 2から仮説 4を立てた。 
 
仮説 1 女性取締役比率が増すことで企業のパフォーマンスにプラスの影響を与える 
 
仮説 2 全体でみれば社内取締役と社外取締役の間で業績に与える影響は変わらない 
 
仮説 3 大卒・高卒という取締役の学歴がパフォーマンスに影響を与える 
 
仮説 4 持ち株比率が高いほうがパフォーマンスにプラスの影響を与える 
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第三章 研究方法 
 
第一節 分析データの収集 
 
仮説を検証するために、本研究におけるデータの収集は、東洋経済新報社の役員四季
報と会社四季報の紙媒体と CD-ROMを用いた。対象は東証一部上場企業 1725社(2008
年末時点)とした。その理由は女性の取締役データと細かい属性を調べるためである。
データの収集年度は 2002年から 2008年である。この間に上場した企業や上場廃止に
なった企業、また統合して新会社を設立した企業が存在するため、実際にデータを収
集した企業数は 1725社よりも多い。集めたデータの属性は証券コード協議会の分類に
従って分類した。以下、業種ごとに集めたデータ数を記載する。 
 
証券コードによる分類 
水産・農林業 1300~1500 8社 
鉱業 1500~1699 7社 
建設業 1700~1999 105社 
食品 2000~2999 122社 
繊維製品 3000~3599 83社 
パルプ・紙 3700～3999 25社 
化学・医薬品 4000~4999 221社 
石油・石炭 5000~5099 11社 
ゴム 5100~5199 14社 
窯業 5200~5399 32社 
鉄鋼 5400~5699 36社 
非鉄金属 5700~5800 26社 
金属製品 5900~5999 35社 
機械 6000~6499 129社 
電気 6500~6999 164社 
輸送用機械 7000~7499 127社 
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精密機械 7700~7799 30社 
その他機械 7800~7999 64社 
商業 8000~8299 154社 
銀行・ノンバンク 8300~8599 128社 
証券・証券先物 8600~8699 18社 
保険 8700~8799 9社 
不動産 8800~8999 50社 
陸運 9000~9099 43社 
海運 9100~9199 8社 
空運 9200~9299 4社 
倉庫・運輸 9300~9399 19社 
情報通信 9400~9499 21社 
電気・ガス 9500~9599 17社 
サービス 9600~9999 128社 
 
 
第二節 分析データの収集と属性変数の設定 
 
集めた 1838 社のデータの内、2006 年 12 月時点で女性取締役のいる企業 141 社を実
際の分析に用いた。変数として用いるのは過去の TMT研究で用いられている取締役の
平均年齢、取締役在職期間、設立年数、全従業員数をコントロール変数として採用し
た。分析に用いた女性取締役のいる企業の業種と企業数は以下である。 
 
食品 10社 
繊維製品 2社 
パルプ・紙 2社 
化学・医薬 28社 
窯業 3社 
機械 9社 
電気 4社 
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輸送機器 3社 
精密機器 2社 
その他製品 5社 
商業 26社 
銀行・ノンバンク 10社 
証券・先物 2社 
保険 4社 
不動産 4社 
陸運 2社 
海運 2社 
空運 1社 
情報通信 1社 
電気ガス 2社 
サービス 19社 
 
 
第三節 業種と年次の特定 
 
産業は東証一部上場企業の中で女性取締役のいる 21業種である。年次の特定化に関し
ては 2006 年時点の女性取締役比率がパフォーマンスにどのように成果変数に影響す
るかをみるため、女性取締役が就任してからのタイムラグを考慮して 2007 年と 2008
年を採用する。つまり、2006 年時点の女性取締役比率とタイムラグを考慮した 2007
年と 2008年のデータを収集し分析する。 
 
 
第四節 成果変数の設定と分析 
 
成果変数は経営パフォーマンスの指標として ROA(Return on Asset:総資産利益率)を
使用した。ROA は企業の財務内容を見るために広く使われている指標の一つであり、
先行研究に基づいて採用した。ここでは、業種間の異なりを調整するため、2007年・
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2008 年の産業調整済み ROA を用いた。分析は女性の取締役比率と ROA の関係を見
るために女性取締役比率、取締役の平均年齢、取締役在職期間、設立年数、全従業員
数、業種ダミー、学歴ダミー、社内外の女性取締役ダミー、ROA の相関関係を調べ、
従属変数である ROA に影響していると思われる変数をピックアップして重回帰分析
をする。 
 
 
第五節 分析  
 
図表 3-5-1 記述統計量 
  最小値 最大値 平均値 中央値 標準偏差 
取締役総数(人) 7 34 14.07 13 5.163
ROA(総資産利益率) -19.73 17.68 3.422 3.003 4.523
女性取締役比率(%) 2.94 30.77 9.515 8.33 4.822
女性取締役持株比率(%) 0 13.715 0.775 0.0017 2.469
取締役平均年齢 46 65.6 58.558 59.15 4.004
取締役在職期間(年) 0.3 15.6 6.367 5.4 3.197
設立年数(西暦) 1878 2009 1959.36 1958 26.591
全従業員数(人) 63 180500 10823 2105 26882.89
学歴ダミー(大卒 1 高卒 0) 0 1 0.74 1 0.441
業種ダミー 
(製造業 1 その他 0) 
0 1 0.45 1 0.499
社内外女性取締役ダミー 
(社内 1 社外 0) 
0 1 0.66 1 0.476
 
上記の記述統計量で用いた変数間の相関関係を見る。表 3-5-3 から読み取れること
は取締役総数が多い場合に ROA、女性取締役比率、女性取締役持株比率、取締役在職
期間、設立年数と負の相関があり、逆に取締役平均年齢、全従業員数と正の相関して
いる。これは取締役の数が多い企業の大半は従業員の多い大企業であるために取締役
の平均年齢が高くなることが影響している。そして取締役会が大きい企業では女性取
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締役が相対的に少ないことを表している。ROAは女性取締役比率、女性取締役持ち株
比率、設立年数、社内外女性取締役ダミーと正の相関している。これは長く在任する
女性取締役のいる企業のほうがパフォーマンスのいいことを示している。女性取締役
比率は設立年数と正相関し、取締役平均年齢、全従業員数と負の相関をしている。女
性取締役持ち株比率は取締役の在職期間、社内外ダミーと正相関し全従業員数と負の
相関をしている。取締役平均年齢は全従業員数と正相関し、設立年数と負の相関をし
ている。取締役在職期間と全従業員数、学歴ダミーが負の相関をしている。設立年数
は全従業員数、業種ダミーと負の相関をしている。全従業員数は学歴ダミーと正相関
している。学歴ダミーは社内外女性取締役と負の相関をしている。 
 
 上記の結果を踏まえて、ROA に影響していると考えられる取締役総数、設立年数、
女性取締役比率、社内外女性取締役ダミー、学歴ダミー、女性取締役持株比率に対し
て変数間の多重共線性の検定を行った後に重回帰分析をする。 
 
    図表 3-5-2 多重共線性の検定 
  共線性の統計量
  許容度 VIF 
取締役総数 0.312 3.201
設立年数 0.868 1.152
女性取締役比率 0.324 3.087
社内外女性取締役 0.756 1.322
学歴ダミー 0.774 1.291
女性取締役持株比率 0.886 1.128
a.従属変数 ROA   
 
ROAを従属変数として、用いる変数全てを独立変数として回帰分析にかけ多重共線
性を検定した結果、変数間に多重共線性は確認されなかったため各変数を重回帰分析
にかける。 
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モデル 1 コントロール変数と WOMを投入 
ROA=α+β₁TMT+β₂FOU+β₃WOM+ℇ 
 
ROA 産業調整済み総資産経常利益率 
TMT 取締役総数 
FOU 設立年数 
WOM 女性取締役比率 
DUM 社内外女性取締役 
SCH 学歴 
STO 女性取締役持株比率 
ℇ   誤差項 
 
モデル 2  WOMを外して DUMを投入 
ROA=α+β₁TMT+β₂FOU+β₃DUM+ℇ 
 
モデル 3 DUMを外して SCHを投入 
ROA=α+β₁TMT+β₂FOU+β₃SCH+ℇ 
 
モデル 4 SCHを外して STOを投入 
ROA=α+β₁TMT+β₂FOU+β₃STO+ℇ 
 
図表 3-5-3 相関係数
 取締役総数 ROA 
女性取締役 
比率 
女性取締役持株
比率 
取締役平均 
年齢 
取締役在職 
期間 
設立年数 全従業員数 学歴ダミー 業種ダミー 
社内外女性 
取締役ダミー 
取締役総数 1           
    
    
    
    
    
    
1    
           
ROA -.226*** 1      
女性取締役比率 -.518*** .328*** 1     
女性取締役持株比率 -.186** .230*** .089 1    
取締役平均年齢 .295*** -.142 -.338*** -.69 1   
取締役在職期間 -.257*** .105 .039 .237*** .121 1  
設立年数 -.194** .174** .304*** .139 -.433*** .074 1
全従業員数(log) .569*** -.14 -.341*** -.196** .502*** -.319*** -.394***
学歴ダミー(大卒1高卒0) .04 .003 .097 -.183* .062 -.301*** -.151 .200** 1   
業種ダミー 
(製造業 1 それ以外 0) 
-.147 .013 -.077 .056 .062 .069 -.25*** .005 .105 1  
社内外女性取締役ダミー
(社内 1 社外 0) 
.113 .198** .093 .196** -.072 .032 .092 -.007 -.357*** -.15 1
***;p<0.01 **;p<0.05 *;p<0.1 
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図表 3-5-4 重回帰分析の結果 
 
   モデル 1 モデル 2 モデル 3 モデル 4 
  t 値 p 値 ｔ値 p 値 t 値 p 値 ｔ値 p 値 
取締役総数 -.77 .443 -2.739 .007*** 1.97 .051* -2.007 .047**
設立年数 .927 .356 1.316 .19 1.588 .115 1.378 .171
女性取締役比率 2.72 .007***          
社内外女性取締役    2.594 .011**       
学歴       -.067 .946    
女性取締役持株比率             2.179 .031**
R² .118 .113 .058 .101 
サンプル数 138 138 138 138 
a.従属変数 ROA        
***;p<0.01 **;p<0.05 *;p<0.1        
 
第六節 分析結果 
  
 相関分析の結果、パフォーマンスに影響すると予測した学歴はパフォーマンスと相関し
ていなかった。また TMT の先行研究でコントロール変数として用いられている取締役平
均年齢、取締役在職期間、全従業員数、業種ダミーなどはパフォーマンスと関連していな
かった。このことから、コントロール変数の設定が十分であったとはいえない。重回帰分
析の結果では、以下の三点が注目される。第一に、女性取締役比率はパフォーマンスにプ
ラスの影響を与えており女性取締役比率が増すとパフォーマンスが高くなっている。第二
に、社内女性取締役が社外女性取締役よりもパフォーマンスに対してプラスの影響を与え
ている。また、女性取締役持株比率が高いほどパフォーマンスにプラスの影響を与えてい
ることがわかった。 
 上記の結果から１から４の仮説は 
 
 
仮説 1 女性取締役比率が増すことで企業のパフォーマンスにプラスの影響を与える→ 
支持 
 
 
仮説 2 全体でみれば社内取締役と社外取締役の間で業績に与える影響は変わらない→ 
不支持  
 
仮説 3 大卒・高卒という取締役の学歴がパフォーマンスに影響を与える→不支持 
 
 
仮説 4 持ち株比率が高いほうがパフォーマンスにプラスの影響を与える→支持 
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第四章 まとめ 
 
第一節 考察 
 
 分析結果を要約すると、以下の二点である。 
①TMT であってもマイノリティである女性取締役の比率が高いときに組織パフォーマン
スであるパフォーマンスにプラスの影響がある。 
②女性取締役の個々の属性よりも、組織内でより意思決定に影響を与えるポジションにい
ることでパフォーマンスにプラスの影響を与えている。 
 
 次に、こうした分析結果を示すメカニズムについて、理論的な解釈・考察を行う。 
 上記①②の分析結果は組織のマイノリティにパワーを与え、組織のパフォーマンスを向
上させるというダイバシティ・マネジメントの命題を支持しているが、ここでいうマイノ
リティとは組織におけるマイノリティ(ジェンダー、人種、民族、年齢など)であって必ず
しも女性を指しているわけではない。その為、①TMT であってもマイノリティである女
性取締役の比率を高めることで組織パフォーマンスであるパフォーマンスにプラスの影
響がある。 
②女性取締役の個々の属性よりも、組織内でより意思決定に影響を与えるポジションにい
ることでパフォーマンスにプラスの影響を与えている。という二つの結果を解釈するには、
女性のマネジメント手法が男性と異なるのか。また、何故女性のマネジメントがプラスに
働くのかを考察する必要がある。 
 この二つを考察するために Kanter(1977)の構造変数理論を用いる。Kanterは男性と女
性はビジネス上の能力の違いはないとし、違いあるように見えるのは組織の構造に原因が
あるとした。組織の構造とは割合、パワー、機会の三つであり、これらの要因から男性・
女性の間に違いが生まれ、そこから能力の差ができると主張する。三つの要因のうち第一
に、割合は同じ状況にいる人間の社会的な構成のことである。組織内で同じ属性の人間が
何人いるかという問題である。この数的バランスが極端に悪いと数の少ない方は目立つこ
とが多く、同調を促すプレッシャーやミスをしないようにとのプレッシャーを強く感じる。
また、信用を得るのが困難で、孤立した存在になり結果的に能力が十分に発揮できないと
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いった弊害がある。TMT における女性取締役は、構造変数理論でいうところのバランス
の悪い状態であるが、その比率が増えることで上記の状況を克服し能力を発揮できる環境
に変化するということが考えられる。 
第二に、パワーは、資源を動因する力のことである。パワーはより広範な組織の拘束の
中で有効に行動する力のことだが、その構造は公式の職務の特徴と非公式の同盟によって
規定される。要因としては、職務に埋め込まれたルールと裁量、その機能の可視性、当面
の組織の問題への関連性、地位が高い人間からの承認、部下の異動の可能性や仲間との好
ましい同盟の存在があげられる。同じ取締役でも、持ち株比率が高いことと、社内女性取
締役であることで組織の資源を動因するパワーの強さは変わる。これは、女性取締役でも
持ち株比率が高いほうが組織内でパワーを持っており、意思決定に及ぼす影響が大きいと
いえる。同様に社内女性取締役のほうが社外女性取締役のグループと比べてパワーが大き
いためにパフォーマンスに影響を与えている。 
第三に、機会は期待や今後への見通しである。昇進・成長につながる機会は、昇進率や
職階のステップ、挑戦の機会や能力の増加、将来性とか年功などによって決定される。こ
の機会が多いか少ないかで人間の特徴に影響を与える。一般的に、機会が少ない人間には
以下の特徴がある。自尊心が低く、自分の能力を過小評価する。仕事以外の活動に満足を
求め、自分の職歴を中断する。昇進よりも職務の横移動に興味を持ち、仲間と比較をする。
仕事のパフォーマンスよりも個人的な人間関係や社交性を通して有効性や価値を生み出
す方法を見出す。一方、機会の多い人間は、やる気があり、自尊心が高く、仕事を生活の
中心的関心事とみなす。組織にコミットし、目標達成の価値を認めるという特徴がある。
現在、女性は機会が多く存在する環境である。 
前述の 3点から Kanterの主張する割合、パワー、機会の要因で本研究の分析結果を解
釈することができる。それによると、それぞれの要因が男女間で異なるため、マネジメン
ト行動に違いが生まれ、男性と女性のマネジメントが異なる。そして、女性取締役比率が
高く(割合)意思決定に影響力を持つポジションにいる女性取締役(パワー) のいる企業は
パフォーマンスがいいという分析結果に加えて、機会が多いときに、女性のマネジメント
行動がプラスに働くメカニズムであると解釈できる。これが女性のマネジメント手法が男
性とは異なり、女性のマネジメントがプラスに働くメカニズムである。 
 まとめると、Kanter は男女間のマネジメント行動に元々、違いはなく割合、パワー、
機会が違いをつくり、そこから能力の差ができると主張する。分析に使用したデータから
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男女間においてこれら 3つの要因は異なるため、男女の間に異なりがあると考える。そし
て本研究の分析結果は女性の取締役比率が高いとき、女性取締役が意思決定に影響力のあ
るパワーを持っているときにパフォーマンスにプラスの影響があった。この結果をKanter
の理論で解釈すると割合、パワーが増すことでパフォーマンスにプラスに影響がある。そ
して、もうひとつ機会要因に関しては現在、企業が女性を積極的に活用するための取り組
みを行っている。つまり、割合・パワー・機会の三つの条件がそろったときに女性のマネ
ジメント行動がプラスに働くというメカニズムが存在すると考えられる。 
 
第二節 結論 
 
 本研究では、東証一部の企業データを用いて、女性の取締役比率とパフォーマンスの関
係と女性のどのような属性がパフォーマンスに影響しているかを実証してきた。分析の結
果、主な結論として、以下の二点を指摘することができる。 
 第一に、女性取締役の比率は Kanter の構造変数理論で説明したメカニズムを通じてパ
フォーマンスにプラスに影響する。第二に、女性取締役個人の学歴など個人的な要因より
も持ち株比率や社内取締役であるという組織において実行しうるパワーを持っているか
という要因が影響している。 こうした分析結果から得られるインプリケーションとして
は、以下の二点を示すことができる。第一に、国内でこれまで明らかにされてきた女性社
員比率・女性管理職の比率が高いとパフォーマンスにプラスの影響があるという結果に加
えて、TMTでも同様に女性取締役の比率が高いとパフォーマンスにプラスの影響がある。
そのため企業は女性を昇進させることでパフォーマンスにプラスの影響を与えるという
前提を持った上で女性の活用を行うことができる。これは女性の活用を推進するがどの程
度推進すればいいのか疑問の状態ではなく TMT まで昇進させることを念頭において人的
資源管理を行えることを示している。第二に、社外取締役としてただ女性を登用すればい
いのではなく組織においてパワーを持つ社内取締役のポジションに女性取締役を配置す
ることでパフォーマンスにプラスの影響がある。女性にパワーを持たせる組織構造は短期
的に行ってできることではなく、長期的に女性を TMT に増やしていく企業の姿勢が求め
られるだろう。 
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第三節 本研究の限界 
 
 本研究における限界について 5つ述べる。第一に、本研究では女性取締役の比率と業績
の関係を見てきたが、相関関係をみているが因果関係については分析していない。そのた
め、女性取締役比率が高ければ好業績であるという可能性だけでなく好業績の企業は女性
取締役比率が高いという逆の関係があるかもしれないという可能性がある。 
第二に、本研究ではタイムラグを考慮しているとはいえ、一時点における業績を調べて
いるため女性取締役の比率が高くなると業績にどれだけプラスの影響があるかといった
比率の変化と業績の変化を分析していない。そのため、女性取締役の比率を高めることで
業績を向上させることができるとは言い切れない。 
第三に、マイノリティだからこその効果かもしれないという可能性がある。単に女性取
締役の比率が高ければ好業績になるのであれば、50%を超えても同じなのか。比率が低い
からこそ業績にプラスの影響を与えているのではないかという可能性もある。今回の分析
では、サンプルに用いた企業の中で最も高い女性取締役比率の企業でも 30.77%で平均値は
9.515%とマイノリティ効果が働いている可能性がある。そうであれば、女性取締役比率だ
けでなく別の要因が業績に影響していると考えられる。 
第四に、本研究における取締役分類は四季報の分類によるものであり、どの職階以上が
取締役であるという明確な定義をしていない。そのため、全体では会長職の女性取締役が
いる一方で、執行役員の女性取締役もいる。通常、企業において会長と執行役員が同等の
パワーを持っているとは考えられない。このことから、明確に取締役の定義を示したうえ
で、それに基づき分類を行う必要がある。また、本研究では一企業に二人以上の女性取締
役がいた場合、意思決定に大きな影響を与えていると思われる女性取締役、すなわち職階
の高いほうの取締役分類、学歴、持株比率を用いたが厳密には、何らかの尺度をつくりデ
ータを扱うべきである。 
第五に、実証部分で用いたデモグラフィ研究では各取締役間の属性を考慮しているが縦
の関係であるパワーバランスについては議論されていない。パワーや組織の変革を議論し
ているのはダイバシティ・マネジメント研究である。デモグラフィ研究のデメリットで述
べたように、TMT 研究で扱うデータは収集しやすいが個々の企業の状況を反映していな
い。反対に、ダイバシティ研究で扱うパワーや変革に関するデータは収集が困難である。
ダイバシティ研究に関する実証が困難であるのもこの点が関係している。本研究は、パワ
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ーについて言及しつつもデモグラフィ研究のフレームワークを用いているため、両者の中
間に位置している。しかし、本質的にはパワーという尺度を何らかの形で実証に組み入れ
る必要がある。 
 以上述べた、5つの点が本研究における限界である。 
 
 第四節 今後の研究課題 
 
 最後に本研究の限界と今後の課題をいくつか述べておきたい。第一に、本研究では対象
を東証一部としたが、女性取締役のいる企業138社というサイズが、業種分類を二つ以上、
学歴分類を二つ以上にするには不十分であった。そのため、対象を全上場企業に広げるこ
とで、より細かい分析をすることができる。また、コントロール変数に関して TMT デモ
グラフィの先行研究で用いられる変数を採用したが、十分に機能したとはいえない。この
ことからコントロール変数を新たに設定する必要がある。 
 第二にデモグラフィへの注目は前述の通り、人間の認知や態度をブラックボックス化す
ることを意味する点である。言い換えれば、デモグラフィ研究で扱う人間の属性は、表層
的なレベルであり、識別可能なものであるため、デモグラフィックな特性が容易に観察さ
れ、測定できるが、同じ世代、人種、経歴、性別であっても、同じ認知や態度をとること
はない。そのため、デモグラフィ研究は個々人の差異を軽視した要約指標的な色合いを持
っている。これを考慮するために、個別企業や個人を対象としたケース・スタディの要素
を含んだアプローチをすることで要約的なデータだけでなく個別の認知や態度を包含す
ることができる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
50 
 
参考文献 
有村貞則(2007)『ダイバーシティ・マネジメントの研究』文眞堂 
男女共同参画研究会報告(2003)「女性の活躍と企業パフォーマンス」経済産業省 男女共同参画研
究会 
川口章(2008)『ジェンダー経済格差：なぜ格差が生じるのか、克服の手がかりはどこにあるのか』
勁草書房 
川口章、西谷公孝(2009)「ワークライフバランスと男女均等化は企業パフォーマンスを高めるか:
大阪府における中小企業の分析」同志社政策研究 
児玉直美「女性を増やすと利益も増えるか？－男女共同参画研究会報告から」『経済産業ジャーナ
ル』No.389、pp.35-38. 
児玉直美・小滝一彦・高橋陽子(2005)「女性雇用と企業パフォーマンス」『日本経済研究』第 52 号、
1-18 ページ 
厚生労働省編『労働経済白書 2006 年版』国立印刷局 2006 年 
久保田隆、湯浅琢生、廣畑和洋、大野仁史、桂田義久(2006)｢社外取締役と企業パフォーマンス～｢法
の実証分析｣を手がかりにして～｣ISFJ2006政策フォーラム発表論文  
倉科敏材(2003)『ファミリー企業の経営学』東洋経済新報社 
内閣府(2008) 男女共同参画会議  
21 世紀職業財団(2004)「企業の女性活用と経営パフォーマンスとの関係に関する調査」21 世紀職
業財団 
岡本大介、大柳康司、関口了祐、古川靖洋、安國換、陶奏彦(2001)｢コーポレートガバナンスと企
業パフォーマンス｣三田商学研究 第 44 巻 4 号 
脇坂明(1993)『職場類型と女性のキャリア形成』御茶の水書房  
脇坂明(2006a)「ファミリー・フレンドリーな職場とは―均等や企業パフォーマンスとの関係」『季
刊家計経済研究』第 71 号、17－28 ページ 
坂爪洋美(2002)「ファミリー・フレンドリー施策と組織のパフォーマンス」『日本労働研究雑誌』
503:29－42。 
篠原收(2008)『男女共同参画社会を超えて―男女平等・ダイバーシティ(多様性)が受容、尊重され
る社会の確立に向けて―』新水社 
杉田あけみ(2006)『ダイバーシティ・マネジメントの観点からみた企業におけるジェンダー』学文
社  
51 
 
谷口真美(2005)『ダイバシティ・マネジメント：多様性を活かす組織』白桃書房 
谷口真美(2008)「組織におけるダイバシティ・マネジメント」『日本労働研究雑誌』第 574 号、69
－84 ページ  
手島宣之(2004)『経営者のオーナーシップとコーポレートガバナンス』白桃書房 
東京女性財団(1996)『世界のアファーマティブアクション法制 雇用の分野に見る法制度とその運
用実態』東京女性財団 
上田泰(1996)『集団意思決定研究』文眞堂 
Arthur,J.B.(1994). “Effects of human resource systems on manufacturing performance and 
turnover” Academy of Management Journal,37:670-687. 
Blau G.(1985)“The relationship of extrinsic, intrinsic, and demographic predictors to various 
types of withdrawal behaviors”J urnal of Applied Psychology 70:442-450. o
e
t r
C.Aronoff(1996)“Family Business Sourcebook”Business Owen Resources  
Hermalin,B.,and M.Weisbach(2003)“Boards of Directors as an Endogenously Determined 
Institution: A Survey of the Economic Literature,” Federal Reserve Bank of New York 
Economic Policy R view,9,7-26. 
Carpenter MA., Fredrickson JW(2001)“Top management teams, global strategic posture, and the moderating 
role of uncertainty”Academy of Management Journal 44(3):533-546. 
Carpenter MA(2002)“The implications of strategy and social context for the relations of 
strategy and social context for the relationship between top management team heterogeneity 
and firm performance” S rategic Management Jou nal 23(3):275-284. 
Carpenter MA,Sanders WG(2002)“Top management team compensation: the missing link 
between CEO pay and firm performance?”Strategic Management Journal 23(4):367-375. 
Catalyst Organization(2004), The Bottom Line: Connecting Corporate Performance and Gender 
Diversity. 
Christopher J.Collins., Kevin D. Clark(2003)“ Strategic human resource practices, top 
management team social networks, and firm performance: the role of human resource 
practices in creating organizational competitive advantage”Academy of Management 
Journal Vol.46,No.6,740-751.  
Frink,D.D.,Robert,K.R.,Brian,R.,Michelle,M.A.(2003),“Gender demography and organization 
performance: A two-study investigation with convergence”, Group & Organization 
52 
 
Management.Vol.28,pp.127-148. 
Greening D., Johnson R(1997)“Managing industrial and environmental crises: the role of 
heterogeneous top management teams”Business and Society 36:334-361. 
Haleblian J., Finkelstein S(1993)“Top management team size, CEO dominance, and firm 
performance”Academy of Management Journal 36:844-863. 
Hambrick DC., Cho T., Chen M(1996)“The influence of top management team heterogeneity on 
firm’s competitive moves”Administrative Science Quarterly 41:659-684. 
Hitt, M. A., Keats, B.W.(1984)“Empirical identification of the criteria for effective affirmative 
action programs”,Journal of Applied Behavioral Science. Vol.20,pp.203-222 
Huselid,M.A.(1995).“The impact of human resource management practice on turnover, 
productivity, and corporate financial performance” Academy of Management 
Journal,38:635-673. 
Kanter,R.M.(1977), Men and Women of the Corporation, Basic Books New York. 
(企業の中の男と女 ) 
Keck S(1997)“Top management team structure: differential effects by environmental context”
Organization Science 8(2):143-156. 
Knight D., Pearce CL., Smith KG., Olian JD., Sims HP., Smith KA., Flood P(1999)“Top 
management team diversity, group process, and strategic consensus”Strategic Management 
Journal 20:445-465. 
Konrad,A.M.and Mangel,R.(2000).“The impact of work-life programs on firm 
productivity”Strategic Management Journal,21:1225-1237. 
Kravitz,R.(2003)“More women in the workplace: Is there a payoff in firm performance?”, The 
Academy of Management Executive. Vol.17,pp.148-149 
Lobel SA.(1999)“Impacts of diversity and work-life initiatives in organizations” In Handbook of 
Gender and Work. Powell GN(ed). Sage: Thousand Oaks, CA;453-476. 
Murray R. Barrick., Bret H. Bradley., Amy E. Colbert(2007)“The moderating role of top 
management team interdependence: Implications for real teams and working groups” 
Academy of Management Journal Vol.50,No.3,544-577. 
Pelled,L.(1997),“Demographic diversity, conflict, and work group outcomes: An intervening 
process theory”,Organiza ions Science. Vol.7,pp.615-631. t
53 
 
Perry-Smith,J.E. and Blum, T.C.(2000).“Work-family human resource bundles and perceived 
organizational performance”Academy of Management Journal，43:1107-1117. 
Pffer,J,.“Organizational Demography,”in Cummings,L.l.,& Staw,B.,eds.,Research in 
Organizational B havior,5(1983),JAI Press,pp.299-357. e
t
t  
t
R.Caves(1984)“Economic Analysis and the Quest for Competitive Advantage”American 
Economic Review :127-132 
Rapoport, Rhona, Lotte, Baylyn Jossy-Baas, Fletcher, J.K.,Pruitt, Bettye, A.(2002), Beyond 
Work-Family Balance Advancing Gender Equity and Workplace Performance. 
West CT,Jr.,Schwenk CR(1996)“Top management team strategic consensus, demographic 
homogeneity and firm performance”S rategic Management Journal 17:571-576 
Wiersema, M. F., & Birds, A., (1993)“Organizational Demography in Japanese Firms: Group 
Heterogeneity, Individual Dissimilarity, and Top Management Team Turnover,”Academy of 
Management Journal, pp.996-1025 
Smith K., Olian J., Sims H., O’Bannon D., Scully J(1994)“Top management team demography 
and process”Administrative Science Quarterly  39(3):412-438.  
Theresa S Cho.,Wei Shen(2007) “ Changes in executive compensation following an 
environmental shift: The role of top management team turnover ”Stra egic Management
Journal 28:747-754. 
Yakura, E. K.(1996),“EEO law and managing diversity”, In Kossek, E. and Lobel, S.(Eds), 
Managing Diversity. Blackwell Cambridge, MA 
Yasemin Y. Kor“Top Management Team Competence and Sustained Growth”Organization 
Science Vol.14,No6:707-719. 
Zeki,S(2007)“CEO and Organizational Performance: An Intervening Mode” Stra egic 
Management Journal, 28:653-662. 
 
雑誌文献 
日経 BP(2008),『日経ビジネス』3月 10 日号,44－45 頁. 
 日経 BP(2007),『日経トップリーダー』４月１日,20-27 頁. 
 
54 
 
